
令和元年度大規模盛土造成地防災対策検討会について 

 

 

１．検討会の趣旨 

宅地防災については、総合的な宅地防災対策検討会報告（平成 18 年 1 月）を踏まえ、宅

地造成等規制法の改正や宅地耐震化推進事業の創設等が行われた。 

その後、東日本大震災（H23）、熊本地震（H28）等では盛土造成地で宅地被害が多数発生

し、復旧・再度災害防止等の観点から、大規模盛土造成地滑動崩落防止事業等が活用された。 

また、重要インフラの緊急点検（H30）では、令和元年度中に国が全国の区域を対象に大

規模盛土造成地マップを作成・公表するなど変動予測調査や予防対策を加速することとした。 

こうした経緯を踏まえ、今後の宅地防災対策を推進するために大規模盛土造成地防災対策

検討会を開催する。 

 

 

２．主な検討項目 

〇 東日本大震災（H23）、熊本地震（H28）、北海道胆振東部地震(H30）等での経験を踏ま

えた大規模盛土造成地滑動崩落防止事業等のあり方について 

〇 全国で大規模盛土造成地マップの作成・公表が進められた後の変動予測調査や予防対

策のあり方について 

 

 

３．検討会の構成 

（敬称略） 

委員長 二木幹夫  （一財）ﾍﾞﾀｰﾘﾋﾞﾝｸﾞつくば建築試験研究ｾﾝﾀｰ上席参与 

委員  池邊このみ 千葉大学大学院教授 

大橋洋一  学習院大学法務研究科教授 

柏尚稔   国土技術政策総合研究所建築研究部構造基準研究室主任研究官 

加藤孝明  東京大学生産技術研究所教授 

釜井俊孝  京都大学防災研究所教授 

清田伯人  横浜市建築局企画部防災担当部長 

吹田浩一  西宮市建築・開発指導部長 

中川雅之  日本大学経済学部教授 

  安田進   東京電機大学名誉教授 

若井明彦  群馬大学大学院理工学府環境創生部門教授 

 

事務局 国土交通省都市局都市安全課 

 

資料１ 


